
あさ暮らし住宅補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域経済の活性化及び定住促進並びに空家問題の解消を目指す

とともに、人口減少の抑制及び活力あるまちづくりの推進を図るため、市内業者

に発注して行う住宅の新築及び建売住宅の購入並びに中古住宅の購入に要した経

費に対して、予算の範囲内であさ暮らし住宅補助金（以下「補助金」という。）

を交付することに関し、朝倉市補助金等交付規則（平成１８年朝倉市規則第４４

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 個人住宅 台所、トイレ、浴室及び居室を有し、利用上の独立性を有す

るものをいい、専ら自己の居住の用に供する建築物で、市内に存するものを

いう。 

（２） 併用住宅 一の建築物に個人住宅部分及び店舗又は事務所の用に供する

部分があり、それらが一体として利用される建築物で、市内に存するものをい

う。 

（３） 新築 個人住宅又は併用住宅を新たに市内に建築し、申請日前１年以内

に所有権保存登記をしたものをいう。 

（４） 建売 市内に存する個人住宅又は併用住宅で申請日前１年以内に所有権

保存登記をしたものをいう。 

（５） 中古住宅 市内に存する個人住宅又は併用住宅で建築日から購入日まで

に１０年を超える期間を経過したものをいう。 

（６） 市内業者 市内に事業所を有する個人事業主又は市内に本店若しくは支

店を有する法人をいう。 

（７） 転入者 転入日以前３年以内において市の住民基本台帳に記録がなく、

かつ、申請日において転入日後２年未満の者であって、本市の住民として１０

年以上定住の意思をもって本市を生活の拠点とするものをいう。 

（８） 子育て世帯 申請時点において児童手当支給対象年齢の児童を養育して



いる世帯又は出産予定がある世帯をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、

補助の対象となる住宅の所有者（共有の場合は、共有者のいずれか１人を補助対

象者とする。）であり、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

（１） 転入者であること。 

（２） 申請日時点で補助対象者又は配偶者のいずれかが３９歳以下の者である

こと。 

（３） 補助対象者及び同一世帯に属する者全員に市税等の滞納がないこと。 

（４） この要綱による補助金の交付を受けたことがないこと。 

（５） 所有する他の住宅について、この要綱による補助金が交付されていない

こと。 

（６） 自治会の趣旨を理解し、地域コミュニティ活動に参加し、協力する意思

があること。 

（７） 補助対象者及び同一世帯に属する者全員が、暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力

団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは

暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

（補助対象住宅） 

第４条 住宅の新築及び建売の購入に係る補助金の交付対象となる住宅（以下「補助対

象新築住宅」という。）は、次のいずれにも該当するものとする。 

（１） 個人住宅又は併用住宅 

（２） 新築又は建売で、適法に建築された住宅 

（３） 市内業者が施工した新築又は建売の住宅 

（４） この要綱による補助金の交付を受けたことがない住宅 

２ 中古住宅の購入に係る補助金の交付対象となる住宅（以下「補助対象中古住宅」と

いう。）は、次のいずれにも該当するものとする。 

（１） 個人住宅又は併用住宅 

（２） 中古住宅で、適法に建築された住宅 

（３） 建築日から購入日までに１０年を超える期間を経過した住宅 



（４） 宅地建物取引業者が仲介する住宅又は売主となる住宅 

（５） この要綱による補助金の交付を受けたことがない住宅 

（補助対象費用） 

第５条 補助対象新築住宅の補助の交付対象となる費用（以下「補助対象費用」とい

う。）は、個人住宅及び併用住宅の建築又は購入に要した費用（併用住宅につい

ては、個人住宅部分に要する費用に限る。）の額（消費税及び地方消費税相当額

を除く。）が５００万円以上のものとする。ただし、次に掲げる費用は、補助の

対象としないものとする。 

（１） 土地購入に要した費用 

（２） 外構工事に要した費用 

（３） 仮住居等に要する費用 

（４） その他市長が定めるもの 

２ 補助対象中古住宅の補助対象費用は、個人住宅及び併用住宅の購入に要した費用

（併用住宅については、個人住宅部分に要する費用に限る。）の額（消費税及び

地方消費税相当額を除く。）とする。ただし、次に掲げる費用は、補助の対象と

しないものとする。 

 （１） 補助対象住宅が建築された土地以外の土地購入に要した費用 

（２） 外構工事に要した費用 

（３） 仮住居等に要する費用 

（４） その他市長が定めるもの 

（補助金の額） 

第６条 補助対象新築住宅の補助金の額は、補助対象新築住宅の補助対象費用の額（

消費税及び地方消費税を含む。）に５パーセントの割合を乗じて得た額（１，０

００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、１００万円を限度

とする。 

２ 補助対象中古住宅の補助金の額は、補助対象中古住宅の補助対象費用の額（消費

税及び地方消費税を含む。）に１０パーセントの割合を乗じて得た額（１，００

０円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、１００万円を限度と

する。 

３ 子育て世帯の場合は、前２項の額に２０万円を上乗せするものとする。 



（他の住宅補助制度との併用の取扱い） 

第７条 この要綱による補助金は、他の住宅補助制度を優先するものとし、その対象

となった費用について重複して補助金を交付することはできないものとする。た

だし、市長がこの要綱による補助金の交付を適当と認める場合については、この

限りでない。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助対象新築住宅の補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」とい

う。）は、あさ暮らし住宅補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」とい

う。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 世帯全員の住民票（発行日から１箇月以内のものに限る。） 

（２） 世帯全員の市税等の滞納がないことの証明書（発行日から３箇月以内のも

のに限る。） 

（３） 補助対象新築住宅の登記事項証明書及び建築基準法完了検査済証の写し

（都市計画区域及び準都市計画区域外においては、建築基準法建築工事届の写

し） 

（４） 契約書の写し 

（５） 事業の内容がわかる図面等 

（６） 補助対象新築住宅の位置図及び写真 

（７） 同意書（様式第２号） 

（８） 出産予定がある世帯の場合は、母子手帳の写し（出産予定日の記載がある

もの） 

（９） その他市長が必要と認める書類 

２ 補助対象中古住宅の申請者は、申請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しな

ければならない。 

（１） 世帯全員の住民票（発行日から１箇月以内のものに限る。） 

（２） 世帯全員の市税等の滞納がないことの証明書（発行日から３箇月以内のも

のに限る。） 

（３） 補助対象中古住宅に係る土地及び家屋の登記事項証明書 

（４） 契約書の写し 

（５） 補助対象中古住宅の位置図及び写真 



（６） 同意書 

（７） 出産予定がある世帯の場合は、母子手帳の写し（出産予定日の記載がある

もの） 

（８） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定及び通知） 

第９条 市長は、申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金交付の可

否について、あさ暮らし住宅補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）に

より申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、必要があると認めるときは、条

件を付すことができる。 

（補助金の請求及び交付） 

第１０条 前条第１項の規定により補助金交付の決定を受けた者（以下「決定者」と

いう。）は、前条の規定による通知を受けたときは、あさ暮らし住宅補助金請求

書（様式第４号）により補助金の請求をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第１１条 市長は、決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

（２） 関係法令又はこの要綱に違反したとき。 

（３） その他市長が補助金の決定を取り消すべき理由があると認めるとき。 

２ 決定者は、前項の規定により補助金交付の決定を取り消された場合において既に

補助金が交付されているときは、市長が定めた期限までに当該交付の決定を取り

消された額の補助金を返還しなければならない。 

 （書類の保管） 

第１２条 決定者は、補助金の関係書類を整理し、補助金の交付を受けた年度終了後

５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 



この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和２年朝倉市告示第７２号） 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年朝倉市告示第２５９号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和７年朝倉市告示第１３４号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


